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高契・公告第３８号 

公 告 

建設工事公告における用語の定義，入札後審査型制限付き一般競争入札についての基本

事項を定める件（平成２２年高契・公告第１号）の一部を次のように改正します。この公

告による改正後の建設工事公告における用語の定義，入札後審査型制限付き一般競争入札

についての基本事項を定める件の規定は，平成２４年６月１日（１２(１９)に係る部分は，

同年９月１日）以後に入札手続を開始する建設工事について適用し，同日前に入札手続を

開始した建設工事については，なお従前の例によるものとします。 

平成２４年５月２８日 

高松市長 大 西 秀 人 

１２(１５)イ中「高松市指名停止等措置要綱（平成元年高松市庁達第２号）」を「高松

市指名停止等措置要綱（平成２４年高松市告示第４０３号）」に改め，１２に次のように

加える。 

(１９) 「工事成績の評定に係る資格」の細項目において「過去２年間に同業種で２件

以上有する場合は，その平均が６５点未満でないこと」とは，高松市発注の同業種

工事（建設業法の２８業種区分による。）の工事成績評定点（しゅん工検査に合格

した日が当該建設工事公告の日以前２年以内のものに限る。）を２件以上有する場

合は，それらの平均が６５点未満でない者でなければならないことをいう。 

１４(１)ウ中「(２)に規定する」を削る。 

１５(２)イに次のように加える。 

(オ) １２(１９)に規定する工事成績の評定に係る要件を付した場合にあっては，

当該要件 

１７(４)中「認められなかった場合」の次に「（落札候補者から(５)の書面の提出がな

かった場合を含む。）」を加え，１７中(５)を(６)とし，(４)の次に次のように加える。 

(５) 確認資料および追加資料の記載内容が入札参加資格を満たすか否かの主張が市と

落札候補者との間で異なる場合においては，市長は，落札候補者に対し，市の主張

理由を添え期限を定めて落札候補者の主張理由を書面で提出することを書面で依頼

するものとし，落札候補者が提出した書面により入札参加資格を満たすか否かの審

査をするものとする。この場合，市長および落札候補者のそれぞれの主張理由を記

載した書面は，契約監理課ホームページで公表するものとする。 

１９を次のように改める。 

１９ 苦情の申立て等 

１７(４)の審査により入札参加資格がないと認められた者および総合評価落札方式に

よる入札において落札者とならなかった者のうち落札者の決定結果に対して不服があ

る者の苦情および再苦情の申立てに関しては，高松市建設工事等の入札および契約の
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過程ならびに指名停止等措置に係る苦情処理手続要領（平成２４年６月１日施行）の

定めるところによる。 

２３(３)ただし書中「建設工事公告」を「高松市電子入札（工事・コンサル）運用基準

（平成１８年６月１日施行）または建設工事公告」に改め，２３中(１２)を(１３)とし，

(７)から(１１)までを(８)から(１２)までとし，２３(６)中「高松市電子入札（工事・コ

ンサル）運用基準」の次に「，高松市工事等の入札および契約の過程ならびに指名停止等

措置に係る苦情処理手続要領，高松市指名停止等措置要綱，高松市指名停止等措置要綱別

表第２６号を適用し指名停止をする場合の運用基準（平成２４年高松市告示第４０４

号）」を加え，「(１１)」を「(１２)」に改め，２３(６)を２３(７)とし，２３(５)の次

に次のように加える。 

(６) 次のいずれかに該当する場合には，不正または不誠実な行為（入札の秩序を乱す

行為）として高松市指名停止等措置要綱の規定を適用し，必要な措置を講ずるもの

とする。 

ア 落札候補者となったにもかかわらず，１７(３)による追加資料の提出をしないと

き。 

イ 落札候補者となったにもかかわらず，配置予定技術者がいないことを理由に１７

(４)の審査において入札参加資格が認められなかったとき。 

ウ １７(５)の書面による手続に至る前に，落札候補者が確認資料または追加資料の

錯誤，内容の誤り等による入札の無効を認めたとき。 

エ １７(５)による市長の依頼に対し落札候補者が主張理由についての書面を提出し

なかったとき。 

オ １７(４)の審査において施工実績等の要件に係る入札参加資格が認められなかっ

た場合において，当該工事を施工する者に通常求められる技能および知識の水準

に照らし落札候補者の説明が妥当性を欠いているとき。 

別表第１に備考および注意として次のように加える。 

備考 施工実績として提出しようとする工事を受注した際，その発注機関が当時の法

人税法別表第１または建設業法施行規則第１８条に規定する法人に該当する場合

は，当該発注機関は，この表に掲げられている機関とみなす。 

注意 この表に掲げられている機関（以下「対象機関」という。）以外の機関（以下

「対象外機関」という。）における工事契約に関する事務を対象機関の職員が実

質的に執行していたとしても，当該対象外機関は，当該対象機関とはみなさない。 


